The Revival of Traditional Craft Industry as Living Cultural Goods by Local Power, Downstream Strategy and Story Value Well-fitted to the Contemporary Lifestyle by 玄番, 和惠
  
生活文化用品としての伝統工芸の再生 
～ 地域住民力・川下戦略・物語価値 ～ 
 
The Revival of Traditional Craft Industry as Living Cultural Goods by  
Local Power, Downstream Strategy and Story Value 













































































































  機能的便益 ＝ 物理的・身体的な満足を与える価値 




































（２）経済産業省所管「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和 49 年５月 25 日法律第 57 号）」 
 「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下、「伝産法」という）」は、国民生活に豊かさと潤いを与え
るとともに、伝統的技術・技法の伝承や地域の経済発展・雇用の創出に寄与することを目的に、1974 年に議



















































再度増加するものの、以後は減少の一途をたどっていることが分かる。生産額は、1984 年の 5200 億円を頂
点として、2006 年には約１/３の 1700 億円にまで減少している。企業数は、1979 年の３万 4000 社を最多と
して、2006 年には１万 6000 社と、半数以下となっている。従事者数も、1979 年の 28 万 7000 人が最多であ










３）人材、後継者の不足：ａ．産地の従事者数は、昭和 50 年代と比べて約 3 分の 1 に減少、1980 年には 26
万 1000 人であった従事者は、2009 年には７万 9000 人となっている。ｂ．従事者の高齢化、2009 年度のデー
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年の伝統となっていたが、第 61 回神宮式年遷宮（1993 年）を迎えるにあたり、当時、菅笠作りの技術を有
していたのは、深江南３丁目在住のＡ氏のみであった。しかし、菅笠を滞りなく調進するためにはＡ氏一人
では無理なため、1988 年に地域の女性６名が集まり、「深江菅細工保存会」として活動を始めた。現在（2011
















































ら昭和初期にかけては、年間 100 万から 200 万枚もの菅笠が製作されていた。また、「越中福岡の菅笠製作技













側（山手側）の川西地区にあり、山沿いの谷間や家の日蔭の小さな田で栽培されている。2008 年当時に 1.7 ヘ
クタールあった菅田は、2010 年は 1.3 ヘクタールに減少した。また、1989 年に約 230 軒あった菅の栽培農家
は、2008 年には約 50 軒となり、20 年間で約８割の減少となっている。菅作専業農家は無く、いずれも稲作
や畑作を行う兼業農家である。笠縫の作業は、福岡全域で行われているが、特に西山丘陵の山麓に位置する







2008 年 10 月、会員 24 名による菅笠製作技術保存会が発足した。2011 年５月現在の役員は会長１（笠骨
製作技術者）、副会長１（学識経験者）、理事６（菅笠問屋、菅耕作者、菅笠問屋）、監事１（歴史民俗博物館
館長）、会計１（笠縫技術者）である。同保存会設立時の会員は、菅栽培農家、笠骨製作技術者、笠縫技術者











































































































































































意義があると考えている」旨述べている。来店者数は 2011 年９月６日から同年９月 20 日までの期間に係る
データによると１日平均 160人である。売上高についてはＰ氏によると、月間 1000万円程度とのことである。 
（２）物と人とを結ぶもの語り 























































２．統合化ブランド戦略を展開するセレクトショップ「ＴＣＮ（THE COVER NIPPON）」（東京都港区） 
（１）「ＴＣＮ（THE COVER NIPPON）」について 

















３）店舗概要：ＴＣＮでは、全国 47 都道府県の約 2500 点の伝統工芸品等を販売し、ターゲットとする顧客
は、感度が高い、主に 30 歳から 50 歳の女性である。ＭＩＪＰ（株）代表取締役のＱ氏によると、同店には












































４）行政との連携事業例：岐阜県は 2006 年から関わりを持っており、2008 年以後、毎年ＴＣＮにおいて「岐
阜展」を開催するなど実績を積み、2010 年に連携協力協定を締結し、ＴＣＮに岐阜県商品をとりまとめた常
設スペースを設置した。同店における岐阜県商品売上高は、2007 年度は 1651 万 8000 円、2008 年度は 1789
































































「伝統的工芸品指定品目一覧（都道府県別）平成 21 年」。同（2010）「行政事業レビューシート」。同（2009）「平成 22 年度経済産業省
関連予算案の PR 資料」。同（2010）「平成 23 年度経済産業省関連予算案の PR 資料」。同（2009）「平成 22 年度歳出概算要求額明細表」。
同（2010）「平成 23 年度歳出概算要求額明細表」。同（2010）「平成 22 年度伝統的工芸品産業支援補助金募集要領」。同（2010）「平成
22 年度経済産業省「補助金・委託費計画」。同（2008）「平成 21 年度予算概算要求等に係る事前評価書」。同（2009）「平成 22 年度予算
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